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 今後10年の住宅政策の指針として、新たな「住生活基本計画（全国計画）」（計画期間：

平成28年度～平成37年度）が、3月18日に閣議決定されましたので、紹介します。 

◎「住生活基本計画（全国計画）」とは 

 「住生活基本法」（平成18年法律第61号）に基づき「国民の住生活の安定の確保及び向

上の促進に関する基本的な計画」として策定される計画です。前回計画は平成23年3月に閣

議決定され、「おおむね5年後に見直し、所要の変更を行う」こととされていました。 

◎新たな住生活基本計画（全国計画）のポイント 

少子高齢化・人口減少等の課題を正面から受け止めた新たな住宅政策の方向性を提示 

【概要】 

○現状と今後１０年の課題 

(1)【高齢化問題】少子高齢化・人口減少の急速な進展。大都市圏における後期高齢者の急増 

(2)【空き家問題】世帯数の減少により空き家がさらに増加 

(3)【コミュニティの希薄化】地域のコミュニティが希薄化しているなど居住環境の質が低下 

(4)【少子化問題】少子高齢化と人口減少が住宅政策上の諸問題の根本的な要因 

(5)【市場転換の遅れ】リフォーム・既存住宅流通等の住宅ストック活用型市場への 

転換の遅れ 

(6)【マンション問題】マンションの老朽化・空き家の増加により、防災・治安・衛生面で

の課題が顕在化するおそれ 

○基本的な方針 

課題に対応するための政策を、多様な視点に立って示し、総合的に実施する 

⇒３つの視点と８つの目標が提示されました。 

① 居住者からの視点 

【目標1】 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

【目標2】 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

【目標3】 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

② 住宅ストックからの視点 

【目標4】 住宅すごろくを越える新たな住宅環境システムの構築 

【目標5】 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

【目標6】 急増する空き家の活用・除却の推進 

③ 産業・地域からの視点 

【目標7】 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

【目標8】 住宅地の魅力の維持・向上 

Ｖｏｌ．２４２ 
（H28.4.28） 

北海道開発局都市住宅課 
まちづくり相談窓口 

今 

号 

の 

記 

事 

 

 

 

○ 今後１０年間の住宅政策の指針が決定 
○ 自治体と人材が一緒になって行うまちづくりを支援 
○ 市街地再開発事業及びマンション建替事業に関する説明会が開催されます 
 

 ままちちづづくくりりにに関関ししてて紹紹介介ししたたいい地地域域のの取取組組、、配配信信アアドドレレススのの変変更更等等ににつついいててはは、、  
ままちちづづくくりり相相談談窓窓口口((メメーールルははここちちらら))ままでで  ※配信希望は随時受け付けております。 

各項目の○を 

クリックすると 

各項目見出しに 

ジャンプします 

今後１０年間の住宅政策の指針が決定 
～「住生活基本計画（全国計画）」が策定されました～ 
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①居住者からの視点・【目標１～３】に関するポイント 

若年・子育て世帯や高齢者が安心して暮らすことができる住生活の実現を目指します 

 

 「若年・子育て世帯」と「高齢者」の住生活に関する目標を初めて設定しました。 

 三世代同居・近居等を促進し、子供を産み育てたいという思いを実現できる環境を整備

していきます。 

 ひとり親・子だくさん世帯等の子育て世帯や高齢者等の増加に対応するため、空き家の

活用を促進するとともに、民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネット機能を強化し

ていきます。 

 高齢者の身体機能や認知機能に応じた住まいや多様な住宅関連サービスのあり方を示

した「新たな高齢者向け住宅のガイドライン」を策定します。 

 

 

   

 

②住宅ストックからの視点・【目標４～６】に関するポイント 

既存住宅の流通と空き家の利活用を促進し、住宅ストック活用型市場への転換を 

加速させます 

 

 既存住宅の質の向上と併せ、住みたい・買いたいと思う魅力の向上を図っていきます。 

 既存住宅が流通し、資産として次の世代に承継されていく新たな流れ（新たな住宅循環

システム）を創出します。 

 老朽化・空き家化が進むマンションの建替え・改修等を促進します。 

※マンションの建替え等の件数（昭和50年からの累計）を平成37年度まで約500件と

する成果指標を設定しました（約２万戸の建替え等に相当）。 

 「空き家」に関する目標を初めて設定しました。 

※賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数を平成37年度に400万戸程度とする成果

指標を設定しました（施策を講じない場合と比べ、空き家の増加を約100万戸抑制

する数値）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存住宅の質・魅力の向上【プレミアム既存住宅（仮称）】 

・良質で魅力的な

ものにする、資産

として価値のあ

る住宅にする 

・消費者に効果的

に訴求できる PR

方法にする 

・住宅瑕疵担保保

険等を活用して

品質を確保する 

空き家の抑制（「その他空き家」の数） 
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③産業・地域からの視点・【目標７・８】に関するポイント 

住生活を支え、強い経済を実現する担い手としての住生活産業を活性化させます 

 

 「産業」に関する目標を初めて設定しました。 

 地域経済を支える地域材を用いた良質な木造住宅の供給促進や担い手（設計者・技能者）

の育成等の生産体制整備推進を行います。 

 伝統的な技術の承継・発展とともに、ＣＬＴ（直交集成板）等の部材・工法等の新たな

技術開発を推進します。 

 住宅ストックビジネス（※1）の活性化を推進するとともに、多角化する住生活産業に

対応した担い手を確保し、育成を強化します。 

※平成37年にはリフォーム市場の規模を12兆円、既存住宅流通の市場規模を8兆円と

する成果指標を設定しました（平成25年度の市場規模はそれぞれ7兆円、4兆円）。 

 ＩｏＴ（※2）住宅など、子育て世帯・高齢者世帯など幅広い世帯のニーズに応える住

生活関連の新たなビジネス（※3）の新市場を創出・拡大を促進。 

 

※1 住宅ストックビジネスの例…既存住宅の維持管理、リフォーム、建物状況調査（インスペクショ

ン）、空き家管理 

※2 ＩｏＴ…Internet of Things（モノのインターネット）。パソコンや携帯電話に限らず、センサ、

家電、車等様々なモノがインターネットでつながること。 

※3 新たなビジネスの他の例…家事代行、食事宅配、遠隔健康管理、ロボット技術 

 

 

○今後：総合的かつ計画的な推進 

●住生活に関わる主体・施策分野の連携 

目標実現のためには、住生活に関わる主体（民間事業者、地方公共団体、居住者・地域

住民）の役割が重要です。 

●全国計画に即した都道府県計画の策定が行われます。 

●市町村における、地域の特性に応じたきめ細かな施策の方向性を示す基本的な計画の策定

を促進し、都道府県との連携を強化して支援していくとしてます。 

 

※詳細な内容については、以下の国土交通省ＨＰをご参照ください。 
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000032.html 
 

「その他空き家」数の抑制 

木造住宅の供給・担い手 和の住まい CLTを利用した建築物 

の実大振動台実験 

リモート節電 見守り 節電システム 遠隔健康診断 

【ＩｏＴ住宅のイメージ】 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000032.html
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国土交通省は３月、観光とまちづくりの一体的な取り組みを開始する際の留意点を整理し

た「観光まちづくりガイドライン」を策定・公表するとともに、自治体や創発人材（※）か

らの相談に応じる窓口を設置し、両者が連携して活動できるよう支援を開始しました。 

ここではガイドラインのねらい、示されている「５つの着眼点」について紹介します。 

※創発人材…創造的なまちづくり活動と積極的な情報発信を行う人材や団体（造語） 

 

○「観光まちづくり 」とは（目指すところ） 

ガイドラインにおける「観光まちづくり」

は、まちに根ざした創発人材が、自治体と

の連携の下、小さな経済活動の種が育ちやす

い土壌づくりに継続的に取り組むことによ

り、遠くからも人が訪れ、小さな経済活動

が活発化し、さらには空き地や空き家など

が活用されるなど、地域の活性化と生活の

質の向上に資することを目指しています。 

（右の「観光まちづくりの概念図」参照） 

 

○想定する読者、ガイドラインのねらい 

 主な読者は自治体担当者を想定しており、地域でこれから観光まちづくりを進めようとす

る創発人材が行う活動のポイントを理解していただき、特に活動の初動期に創発人材への支

援を行う際の「最初の一歩目」を踏み出す方向を案内することをねらいとしています。 

 

○５つの着眼点 

 それぞれのまちの取り組み状況が、観光まちづくりの目指す方向に対してどのような位置

にあるのか、５つの点からチェックすることが提案されています。 

 １ 外からの視点／都市全体を見渡す視点（地域資源・既存資産を活用する） 

  ・外からの視点で地域の価値を再発見でき、また、独自性を磨く上では、都市全体を見

渡した地域資源・既存資産を活かす取り組みが有効です。 

 ２ 担い手（創発人材が中で変化を起こし続ける） 

  ・自治体には、数多くの創発人材と出会い、その活動の自立性を損なわないように配慮

しながら創発人材が中で変化を起こし続けるためのサポートが期待されます。 

 ３ ビジョン（内外の人を惹きつける、ありたい姿を掲げる） 

  ・創発人材が実現したい「ありたい姿」と都市全体のビジョンを明確にすることで、そ

の実現に向け、関係者が連携し協働できる仕組みが生まれます。 

 ４ 民間資金・ノウハウ（事業性を確保し、持続可能な活動を目指す） 

  ・民間の資金・ノウハウを活用しつつ、身の丈に合ったプロジェクトを志向するなど、

持続性を高める工夫が必要です。 

 ５ 仲間（共通する課題を持つ仲間を見つけ協働する） 

  ・創発人材個々の活動をまち全体の取り組みへと調和させていくため、自治体には、人

材のキャスティング、利害調整を図るコーディネーターとしての役割が求められます。 

 

○相談窓口：国土交通省都市局 都市政策課 都市再構築政策室 

（TEL：０３－５２５３－８４２２） 

※詳細な内容については、以下の国土交通省ＨＰをご参照ください。 

http://www.mlit.go.jp/toshi/kanko-machi/index.html 

自治体と人材が一緒になって行うまちづくりを支援 
～「観光まちづくりガイドライン」が策定されました～ 

 

Ａ：地域の多様な主体が連携し  

て、身近な居住環境を改善し、  

地域活力を高めるための持続  

的な活動が行われている状態。  

＊ただし、地域外から人を呼  

び込むことが目的ではない 

地域が主体となっているま 

ちづくり活動に、外の人を 

呼び込む視点が含まれて 

いることによって、外から人 

を惹きつけ、地域の活力が 

高まっている状態。 

生産年齢人口減少等により 

住環境や地域活力の維持 

も困難になる可能性 

 

 

 

人々の旅行ニーズの変化 

により入り込みが低迷 

ＡとＢの活動がどちらも 

活発化していない状態 

Ｂ：地域の外にある組織が、地 

域のまちづくり活動とは別の活 

動として、地域の外から地域の 

資源に向かって人を連れてくる 

活動が行われている状態。  

＊ただし、地域のまちづくり活 

動が無いか、接点が無い。 

 まちづくり活動の取り組み具合 

ま
ち
に
人
を
呼
び
込
む
活
動
の
取
り
組
み
具
合 

 目指す状態 

http://www.mlit.go.jp/toshi/kanko-machi/index.html
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一般社団法人 再開発コーディネーター協会は、市街地再開発事業及びマンション建替事

業に関する最新施策等の説明会を下記のとおり開催します。 

 

１．開催日時 

７月１日（金）９：３０～１７：００ 
 
２．会 場 

北海道立道民活動センタービル（かでる２・７）会議室 

（札幌市中央区北２条西７丁目） 

 

３．カリキュラム 

（１）マンション建替事業に関する最新施策・先進事例の紹介（９：３０～１１：５５） 

・マンション建替え政策、予算、法改正等 

     講師： 国土交通省 担当官 

・マンション建替法にもとづくマンション建替えの概要と最近の注目事例の紹介 

講師：URCAマンション建替アドバイザー 

（２）市街地再開発事業に関する最新施策・先進事例の紹介（１３：００～１７：００） 

・最近の再開発事業関係新規施策等について 

     講師： 国土交通省 担当官 

・持続的な市街地構築に向けた市街地開発事業の展開(仮題) 

講師：学識経験者 

・再開発事業の新しい手法（事例紹介） 

講師：再開発プランナー 

 

４．参加費  

  地方公共団体等の方は、カリキュラム(1) 2,000 円,（2）6,000 円, (1)(2)同時申込 7,000 円 

一般の方は、カリキュラム(1) 4,000 円 ,（2）12,000 円 , (1)(2)同時申込 15,000 円 

 

５．申込方法 

メール又はＦＡＸにて所定の事項［連絡先、参加人数、受講希望カリキュラム（(1)、(2) 

又は(1)(2)同時受講の別）］を記入して「７．申込先・問合せ先」へお申込ください。 

 

６．申込期限  

６月２４日（金）まで 

※申込期限までに定員（カリキュラム(1) 20名、(2)15名）に達した場合、申込を締切る

場合がございます。 

 

７．申込先・問合せ先  

一般社団法人 再開発コーディネーター協会 事業関係説明会（担当 林） 

ＴＥＬ ： ０３－６４００－０２６１ 

ＦＡＸ ： ０３－３４５４－３０１５ 

Mail：jigyou@urca.or.jp 

※申込等に関する詳細は一般社団法人再開発コーディネーター協会ＨＰをご覧ください。 

市街地再開発事業及びマンション建替事業 

に関する説明会が開催されます 
 

mailto:jigyou@urca.or.jp
http://www.urca.or.jp/kenkyukai/setumeikai/index.html
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